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　令和５年度石狩東部広域水道企業団水道用水供給事業会計の予算は、

　 次に定めるところによる。

　業務の予定量は、次のとおりとする。

江別市 ・ 千歳市 ・ 恵庭市 ・ 北広島市
由仁町 ・ 長幌上水道企業団

老朽施設更新事業

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

3,095,022 千円

2,699,380 千円

395,642 千円

3,132,214 千円

2,730,351 千円

399,863 千円

2,000 千円

営 業 外 収 益

用 水 供 給 事 業 費 用

支　　　　　　　　　　　　　　　出

第１項

第２項

第１款

第３項 予 備 費

第２項 営 業 外 費 用

第１項 営 業 費 用

（ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）

用 水 供 給 先

年 間 総 用 水 供 給 量

一日平均用水供給量

主 な 建 設 事 業

（１）

（２）

（３）

（４）

第３条

第１款 用 水 供 給 事 業 収 益

収　　　　　　　　　　　　　　　入

営 業 収 益

令 和 ５ 年 度 石 狩 東 部 広 域 水 道 企 業 団

水 道 用 水 供 給 事 業 会 計 予 算

第１条

第２条

６６，２２３ m3

（ 総    則 ）

（ 業 務 の 予 定 量 ）

２４，２３７，７１５ m3
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　 で補てんするものとする。）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

 　と定める。

（１）

（ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 ）

　 これらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）  千円

（２）  千円

第７条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の

営 業 費 用 と 営 業 外 費 用

第５条 　一時借入金の限度額は、１３０，０００ 千円と定める。

（ 一 時 借 入 金 ）

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

272

経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費を

職 員 給 与 費 222,282

（うち、議会及び監査費 84 千円）

交 際 費

第１款 資 本 的 支 出

千円

千円963,047

第１項 建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金第２項

50,062

支　　　　　　　　　　　　　　　出

1,013,109 千円

（ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が第４条

資本的支出額に対し不足する額 1,013,109千円は、過年度分損益勘定留保資金

466,271 千 円 、 当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 434,899 千 円 、 減 債 積 立 金

107,847千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 4,092千円
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　構成団体から、減価償却費充当及び企業債利息支払いのため、この会計へ補助を

　たな卸資産の購入限度額は、 ２０，８５０千円と定める。

　提出

（他会計からの補助金）

　 受ける金額は、２１１，２７７千円である。

　令和５年２月１７日

　　　企業長　　原　田　　　　裕

石狩東部広域水道企業団

（ たな卸資産購入限度額 ）

第８条

第９条
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令 和 ５ 年 度

供 給 事 業 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

石 狩 東 部 広 域 水 道 企 業 団 水 道 用 水



予定額（千円）

1 用 水 供 給
事 業 収 益 3,095,022

1 営 業 収 益 2,699,380

1 給 水 収 益 2,699,380

2 営 業 外 収 益 395,642

1 受 取 利 息 1

2 他 会 計 補 助 金 211,277

3 長期前受金戻入 149,711

4 受 託 業 務 収 益 22,116

5 雑 収 益 12,537

予定額（千円）

1 用 水 供 給
事 業 費 用 3,132,214

1 営 業 費 用 2,730,351

1 議会及び監査費 2,154

2 総 係 費 100,309

3 原水及び浄水費 1,375,128

4 減 価 償 却 費 1,248,840

5 資 産 減 耗 費 3,920

2 営 業 外 費 用 399,863

1 支 払 利 息 263,363

2 136,500

3 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

令和５年度 石狩東部広域水道企業団

水道用水供給事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　　　　　　出

款 項 目

項 目款

受託業務に伴う収益

水質検査負担金等

備　　　　　　　　　　　　考

取水及び浄水施設等の維持管理に要す
る経費

企業債及び一時借入金の利息

固定資産除却費

固定資産減価償却費

消費税及び地方消費税の納税額

備　　　　　　　　　　　　考

議会及び監査に要する経費

事業運営に必要な総括的経費

水道用水供給料金

構成団体からの繰入金

減価償却等に伴う長期前受金の収益化

預金利息
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予定額（千円）

1 資 本 的 支 出 1,013,109

1 建 設 改 良 費 50,062

1 固定資産購入費 22,462

2 施 設 改 良 費 27,600

2 企業債償還金 963,047

1 企 業 債 償 還 金 963,047

款 備　　　　　　　　　　　　考目

拡張事業及び漁川系施設改良事業
に係る企業債償還金

水質検査機器購入費

分水点更新実施設計委託等

項

支　　　　　　　　　　　　　　　出

資　本　的　支　出
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） △ 41,284

減価償却費及び固定資産除却費 1,252,760

賞与引当金の増加額（△は減少額） 614

法定福利費引当金の増加額（△は減少額） 132

退職給付引当金の増加額（△は減少額） 9,475

長期前受金戻入額 △ 149,711

受取利息 △ 1

支払利息 263,363

未収金の減少額（△は増加額） △ 1,966

未払金の増加額（△は減少額） 23,952

未払消費税等の増加額（△は減少額） 52,186

小計 1,409,520

利息の受取額 1

利息の支払額 △ 263,363

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,146,158

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 45,970

未払金の増加額（△は減少額） △ 474,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 519,970

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 130,000

一時借入金の返済による支出 △ 130,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 963,047

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 963,047

資金増加額（又は減少額） △ 336,859

資金期首残高 1,914,627

資金期末残高 1,577,768

令 和 ５ 年 度 石 狩 東 部 広 域 水 道 企 業 団

水 道 用 水 供 給 事 業 会 計 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6 年 3 月 31 日 ま で ）
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給　与　費　明　細　書
１　総括

一般職

（人）

( 　)
28 

( 　)
28 

( 　)
0 

本年度

前年度

比  較

本年度

前年度

比  較

合 計

(千円)

222,282

220,780

住居手当

（千円）

704

（千円）

23,231

（千円）

3,260

△ 167△ 210

（千円）

勤勉手当

857

78

17,267

児童手当

690

区    分

職 員 数

49,345

△ 2,822

65,441 172,937105,786

0 

25 1,710

1,710 52,167168,613

△ 30

時 間 外
勤    務
手    当

寒 冷 地
手    当

通勤手当
特殊勤務
手    当

5,244

（千円） （千円） （千円）

2,035943,093

94

0

660

特別職 報 酬 給 料  手 当 

法  定
福利費計

（人）  (千円） (千円） (千円） (千円）  (千円）

給　　　　与　　　　費

1,502

18,124

0

（千円）（千円）

期末手当

1,1693,155

22,527

3,9781,740

1,984

51

4,750

494

本 年 度

前 年 度

比  較

扶養手当

1,662

25 

4,324

4,188

64,272102,631

△ 596

管 理 職
手    当

（千円）
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区 分

管理職員
特別勤務
手    当

（千円）

129

141

△ 12

7,113

区 分

7,709
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ア　会計年度任用職員以外の職員

一般職

（人）

( 　)
24 

( 　)
24 

( 　)
0 

本年度

前年度

比  較

本年度

前年度

比  較

25 

給　　　　与　　　　費 法  定
福利費

合 計
特別職 報 酬 給 料  手 当 計

1,710 95,469 63,021 160,200 46,149 206,349

(千円)（人）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

区    分

職 員 数

比  較

本 年 度

25 1,710 95,196 62,422 159,328 49,932 209,260前 年 度

0 0 273 599 872 △ 3,783 △ 2,911

手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区 分
管 理 職
手    当

扶養手当 住居手当 通勤手当

7,113 1,740 3,978 2,743

特殊勤務
手    当

寒 冷 地
手    当

時 間 外
勤    務
手    当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

94 2,035 5,244

7,709 1,662 4,188 2,910 94 1,984 4,750

（千円） （千円） （千円）

494

区 分

管理職員
特別勤務
手    当

期末手当 勤勉手当 児童手当

（千円）

△ 596 78 △ 210 △ 167 0 51

△ 12 134 857 △ 30

141 21,027 17,267 690

129 21,161 18,124 660
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イ　会計年度任用職員

一般職

（人）

( 　)
4 

( 　)
4 

( 　)
0 

本年度

前年度

比  較

本年度

前年度

比  較

0 

給　　　　与　　　　費 法  定
福利費

合 計
特別職 報 酬 給 料  手 当 計

0 10,317 2,420 12,737 3,196 15,933

(千円)（人）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

区    分

職 員 数

比  較

本 年 度

0 0 7,435 1,850 9,285 2,235 11,520前 年 度

0 0 2,882 570 3,452 961 4,413

手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区 分
管 理 職
手    当

扶養手当 住居手当 通勤手当

0 0 0 350

特殊勤務
手    当

寒 冷 地
手    当

時 間 外
勤    務
手    当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0

0 0 0 350 0 0 0

（千円） （千円） （千円）

0

区 分

管理職員
特別勤務
手    当

期末手当 勤勉手当 児童手当

（千円）

0 0 0 0 0 0

0 570 0 0

0 1,500 0 0

0 2,070 0 0
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２  給料及び手当の増減額の明細

増減額

（千円）
3,155 1,140  平均昇給率　　　　1.41％

185 給料表の改定 0

1,830 職員の新陳代謝 1,680

に伴う増減分

昇格に伴う増加分 188 　本年度 　 28人　  　0人　　28人

その他増減分 △ 38 　前年度 　 28人　  　0人　　28人

　増  減  　 0人      0人 　　0人

1,169 917  制度改正の内容

勤勉手当 917 支給率の増

252 管理職手当 △ 596

扶養手当 78

住居手当 △ 210

通勤手当 △ 167

寒冷地手当 51

時間外勤務手当 494
管理職員特別勤務手当 △ 12

期末手当 704

勤勉手当 △ 60

児童手当 △ 30

３　給料及び手当の状況

  (1) 職員１人当たり給与

区　　　　　分 企　業　職

平均給料月額 (円) 338,557

令和 5年 1月 1日現在 平均給与月額 (円) 410,895

平 均 年 齢　(歳) 43.2

平均給料月額 (円) 326,513

令和 4年 1月 1日現在 平均給与月額 (円) 392,039

平 均 年 齢　(歳) 41.4

区
分

増減事由別内訳

（千円）
昇給に伴う
増 加 分

 改定率　0.22％

（千円）

 給与改定の状況（前年度）

説　　　明
備　　　　考

手
　
　
　
当

制度改正に
伴う増減分

給
　
　
　
料

そ の 他 の
増 減 分

　　　　※再任用短時間勤務職員を含まない。

　　　　※会計年度任用職員4人を含む。　　

 　 （職員数）（その他）（計）

給与改定に
伴う増減分

 給与改定実施時期　令和4年4月1日

　職員数の異動状況そ の 他 の
増 減 分
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  (2)　初任給

主たる構成団体の一般会計の制度

　行政職 （北海道）　 　（円）

高　校　卒 154,600 154,600

大　学　卒 185,200 185,200

  (3)　級別職員数

企         業         職

級 職員数　（人） 構成比　（％）

 9　級

 8　級

 7　級

 6　級

 5　級

 4　級

 3　級

 2　級

 1　級

計

 9　級

 8　級

 7　級

 6　級

 5　級

 4　級

 3　級

 2　級

 1　級

計

　   (級別の基準となる職務)

区 分 9　級 7　級 4　級 1　級

主   事

技   師

( 　)

( 　)

( 　)

( 　)
4

1

1

(100.0)

(100.0)

 8.3
( 　  )

 16.7

技   師

主   事

( 1 )

( 　  )

23

 8.3

( 　  )

( 　  )

( 　  )

 4.2
( 　  )

3

9

1
( 　)

( 　)

( 　)

( 　)

( 　)
7

4

3
( 　)

2

( 1 )

0

 29.1

( 　  )

( 　  )

( 　  )

 39.0

 16.7

( 　  )

( 　  )

 0.0

( 　  )

 4.4

 100.0

( 　  )

( 　  )

( 　  )

 0.0

区　　分 企　 業　 職
　　　　　　　　　　　　（円）

 0.0
( 　) ( 　  )

0

区     分

令和 5年 1月 1日現在

( 　  )

( 　)

( 　)

( 　)
1  4.4

( 　)

4

1

4
( 　)

( 　  )
 4.4

 17.4

 17.4

 13.0

8　級 6　級 5　級

24

3　級 2　級

 100.0

令和 4年 1月 1日現在

 4.2

 12.5

( 　)

2
( 　)

事務局長

事務局次長

課　 長 主   幹 主   査 主 　任企 業 職 事務局長 事務局次長
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  (4)　昇給

区          　　  分 企 業 職

   職　　　     員　  　      数　     (Ａ) 　 　    　（人） 24

 　昇　給　に　係　る　職　員　数 　   (Ｂ) 　     　　（人） 21

　３　号　給　（人） 2

　４　号　給　（人） 13

　６　号　給　（人） 5

　８　号　給　（人） 1

 　比            率　           (Ｂ) 　／　 (Ａ) 　  　 　　（％）   87.5

   職　　　     員　  　      数　     (Ａ) 　 　    　（人） 24

 　昇　給　に　係　る　職　員　数 　   (Ｂ) 　     　　（人） 20

　３　号　給　（人） 0

　４　号　給　（人） 14

　６　号　給　（人） 5

　８　号　給　（人） 1

 　比            率　           (Ｂ) 　／　 (Ａ) 　  　 　　（％）   83.3

  (5)　特殊勤務手当

区            分 企　　　　業　　　　職

  給料総額に対する比率　　　　　　　　　　（％）

  支給対象職員の比率（令和5年1月1日現在）（％）

  支給対象職員１人当たり平均支給月額　　　（円）

  代表的な特殊勤務手当の名称

  (6)　期末手当・勤勉手当

支給率計

 6月
(月分)

12月
(月分)

 
(月分)

(1.150) (1.150) (2.30)

2.200 2.200 4.40

(1.125) (1.125) (2.25)

2.150 2.150 4.30

(1.150) (1.150) (2.30)

2.200 2.200 4.40

1,958

本
 
年
 
度

21.7 

支給期別支給率

有毒薬物取扱手当

区     分 備　　　考
職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

前
 
年
 
度

 0.10

　 号　給　数　別　内　訳

　 号　給　数　別　内　訳

北海道

有

主たる構成団体の
一般会計の制度

有

本     年     度 有

前     年     度
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  (7)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

 区   分
20年勤続
の    者
(月分)

25年勤続
の    者
(月分)

35年勤続
の    者
(月分)

最高限度

 (月分)
備   考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
 北海道市町村
 職員退職手当
 組合加入

主たる構成団体の
一般会計の制度
(支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 北　海　道

  (8)　その他の手当

区 　分
主たる構成団体（北海道）
の一般会計の制度との異同

差　 異 　の　 内 　容

扶 養 手 当 同　　じ

住 居 手 当 同　　じ

通 勤 手 当 同　　じ

そ  の  他  の
加 算 措 置 等

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
(2 ～ 45 ％ 加 算 )

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
(2 ～ 45 ％ 加 算 )
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（　令　和　６　年　３　月　３１　日　）

（ 単位：千円 ）

資　　産　　の　　部

１

（１）

イ 701,164

ロ 5,777,107

△ 1,966,625 3,810,482

ハ 31,287,722

△ 9,234,727 22,052,995

ニ 8,849,933

△ 5,708,906 3,141,027

ホ 13,341

△ 11,694 1,647

ヘ 564

△ 535 29

ト 219,940

△ 186,897 33,043

チ 1,867,678

31,608,065

（２）

イ 794

ロ 761

ハ 482,750

484,305

32,092,370

２

（１） 1,577,768

（２） 247,158

（３） 35,211

1,860,137

33,952,507

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

令 和 ５ 年 度 石 狩 東 部 広 域 水 道 企 業 団
水道用水供給事業予定貸借対照表（当年度分）

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

船 舶

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

車 両 運 搬 具

構 築 物

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

ダ ム 使 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計
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負　　債　　の　　部
３

（１）

イ

13,191,282

（２）

イ 28,147

28,147

13,219,429

４

（１） 256,039

（２） 10,948

（３）

イ

980,868

（４）

イ 12,639

ロ 2,421

15,060

1,262,915

５

（１）

イ 7,194,081

7,194,081

（２） 長期前受金収益化累計額

△ 2,071,498

長期前受金収益化累計額合計 △ 2,071,498

（３） 建設仮勘定長期前受金

イ 6,779

建設仮勘定長期前受金合計 6,779

5,129,362

19,611,706

資　　本　　の　　部
６

（１）

イ 11,503,251

ロ 2,007,688

13,510,939

13,510,939

７

（１）

イ 201,320

201,320

（２）

イ 当年度未処分利益剰余金 628,542

628,542

829,862

14,340,801

33,952,507

未 払 金

引 当 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

引 当 金 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

預 り 金

流 動 負 債

資 本 剰 余 金 合 計

補 助 金

剰 余 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

繰 延 収 益

負 債 合 計

組 入 資 本 金

出 資 金

繰 延 収 益 合 計

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 金

資 本 金

イ

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

13,191,282

引 当 金

退職給付引当金

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

980,868

国 庫 補 助 金

流 動 負 債 合 計

国 庫 補 助 金

法定福利費引当金

賞 与 引 当 金

国 庫 補 助 金
収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計
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（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（ 単位：千円 ）

１

（１） 2,440,977

（２） 5,275 2,446,252

２

（１） 2,107

（２） 101,838

（３） 1,040,766

（４） 5,000

（５） 1,283,795

（６） 26,772 2,460,278

△ 14,026

３

（１） 1

（２） 214,785

（３） 150,808

（４） 18,658

（５） 14,161 398,413

４

（１） 280,631 280,631 117,782

103,756

５

（１） 3,000 3,000

6

（１） 3,000 3,000 0

7

（１） 2,000 2,000 △ 2,000

101,756

568,070

その他未処分利益剰余金変動額 0

669,826

営 業 損 失

営 業 外 収 益

議会及び監査費

受 託 工 事 費

他 会 計 補 助 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

受 取 利 息

雑 収 益

長期前受金戻入

受 託 業 務 収 益

経 常 利 益

過年度損失修正益

過年度損失修正損

当年度未処分利益剰余金

予 備 費

予 備 費

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

支 払 利 息

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

給 水 収 益

総 係 費

原水及び浄水費

令 和 ４ 年 度 石 狩 東 部 広 域 水 道 企 業 団
水道用水供給事業予定損益計算書（前年度分）

営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

営 業 費 用
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（　令　和　５　年　３　月　３１　日　）

（ 単位：千円 ）

資　　産　　の　　部

１

（１）

イ 697,208

ロ 5,777,107

△ 1,831,752 3,945,355

ハ 30,763,682

△ 8,648,818 22,114,864

ニ 8,849,933

△ 5,232,128 3,617,805

ホ 13,341

△ 10,491 2,850

ヘ 564

△ 535 29

ト 200,353

△ 181,716 18,637

チ 2,373,211

32,769,959

（２）

イ 794

ロ 831

ハ 527,576

529,201

33,299,160

２

（１） 1,914,627

（２） 245,192

（３） 35,211

2,195,030

35,494,190資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

船 舶

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

ダ ム 使 用 権

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

令 和 ４ 年 度 石 狩 東 部 広 域 水 道 企 業 団
水道用水供給事業予定貸借対照表（前年度分）

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

固 定 資 産
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負　　債　　の　　部

３

（１）

イ

14,172,150

（２）

イ 18,672

18,672

14,190,822

４

（１） 653,901

（２） 10,948

（３）

イ

963,047

（４）

イ 12,025

ロ 2,289

14,314

1,642,210

５

（１）

イ 7,062,153

7,062,153

（２） 長期前受金収益化累計額

△ 1,939,389

長期前受金収益化累計額合計 △ 1,939,389

（３） 建設仮勘定長期前受金

イ 157,492

建設仮勘定長期前受金合計 157,492

5,280,256

21,113,288

資　　本　　の　　部

６

（１）

イ 11,503,251

ロ 1,899,841

13,403,092

13,403,092

７

（１）

イ 200,137

200,137

（２）

イ 107,847

ロ 当年度未処分利益剰余金 669,826

777,673

977,810

14,380,902

35,494,190

イ
国 庫 補 助 金
収 益 化 累 計 額

利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 合 計

減 債 積 立 金

資 本 金

資 本 金

出 資 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

963,047

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

国 庫 補 助 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

長 期 前 受 金 合 計

引 当 金

退職給付引当金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

未 払 金

預 り 金

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 14,172,150
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Ⅰ．重要な会計方針

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 先入先出法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

・有形固定資産 定額法
主な耐用年数

建物 15～65年
構築物 10～80年
機械及び装置 08～20年
車両運搬具 04～05年
工具器具及び備品 04～15年
船舶 000004年

・無形固定資産 定額法
主な耐用年数

ダム使用権 000055年
施設利用権 000020年

３　引当金の計上方法

・退職給付引当金 　 当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、
北海道市町村職員退職手当組合における積立金相当額を控除
した金額を計上している（当該金額が負となる場合には、前払退
職手当組合負担金として計上する。）。

・賞与引当金
末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計
上している。

・法定福利費引当金
支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当
年度の負担に属する額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

１　重要な非資金取引

Ⅲ．予定貸借対照表等に関する注記

１　引当金の計上方法

・賞与引当金の取崩し

・法定福利費引当金の取崩し

　 令和5年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金
12,025千円を取り崩すこととしている。

　 令和5年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費として支
出するため、法定福利費引当金2,289千円を取り崩すこととしている。

　 当該事業年度における重要な非資金取引はない。

注 記 表

　 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度

　 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費の

　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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Ⅳ．セグメント情報の開示

１　報告セグメントの概要

歳川浄水場の施設系統により供給を行っており、各系統で料金設定をしていることか
 ら、漁川系会計及び千歳川系会計の２つを報告セグメントとしている。　

 　報告セグメントは、事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、
予算の策定及び業績を評価するために、定期的に議会に報告される対象となっている
ものである。
　 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

２　報告セグメントごとの営業収益等
当年度（自 令和5年4月1日　　至 令和6年3月31日）

（単位：千円）

漁川系会計 千歳川系会計 調整額　（注） 合計

1,229,307 1,224,676 0 2,453,983

1,296,397 1,326,001 0 2,622,398

△ 67,090 △ 101,325 0 △ 168,415

△ 10,450 △ 28,834 0 △ 39,284

10,484,062 24,983,174 △ 1,514,729 33,952,507

2,644,573 18,481,862 △ 1,514,729 19,611,706

0 211,277 0 211,277

406,405 842,435 0 1,248,840

1 0 0 1

3,147 260,216 0 263,363

45,970 0 0 45,970
有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

※消費税及び地方消費税抜きで表記している。
（注）セグメント資産及びセグメント負債の調整額△1,514,729千円は、セグメント間債権債務消
　　　去である。

他会計繰入金

減価償却費

受取利息

支払利息

その他の項目

漁川系会計  漁川浄水場の施設系統により、水道用水を供給する業務

千歳川系会計  千歳川浄水場の施設系統により、水道用水を供給する業務

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

　 石狩東部広域水道企業団水道用水供給事業では、漁川浄水場の施設系統及び千

事 業 区 分 事 業 の 内 容
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